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⚫ 本日は、2025年度向けシステム開発（三次②の取引単位変更：前日市場取
引の約定ブロック30分化）におけるシステム切替は、まだ1年以上先となるが、既に
MMSの開発現場では2025年度取引に向けた設計が進められていること、一般送
配電事業者ならびに取引会員のシステムについても機能改修の準備を始めなけれ
ばいけない段階に来ていることから、 「システム切替」対応の方針についてご報告。

✓ 2024年度向けまでのシステム切替については、3月中旬に切替を行い、次年度取引開始ま
での半月程度は、過渡期の混在運用（システムが次年度対応の状態で、当年度の市場
ルールにて運用、次年度取引開始に向けたデータ提出等の準備）を実施。

✓ 一方、2025年度向けシステム開発では、2024年度向けまでの様な「新しい商品区分の
追加」ではなく、「既に運用中の既存商品の変更」であり、業務とシステムの取引単位が異
なることから、過渡期の混在運用（システムが30分取引の状態で、3時間取引の市場
ルールにて運用）は困難と思慮。

✓ また、システム切替後に当年度と次年度向けの業務に対応した仕様とすることは技術的に可
能ではあるものの、開発が大規模になる上、過渡期しか利用しない機能であるため、運開期
遵守・品質確保を考慮して両年度業務に対応したシステム仕様とすることは回避する方向。

✓ 以上から、前日市場取引についてはシステム切替後より2025年度運用（30分取引）と
させていただく方向（取引会員には1/19説明会にて説明し、方向性については特に問題な
いとの認識）。

※ システム切替の日時や詳細事項については、例年通り、年末の本委員会にて報告予定
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3１．システム切替に伴う過渡期の混在運用

⚫ 2024年度向けまでのシステム切替では、3月中旬※1に切替を行い、次年度取引
開始までの半月程度は、過渡期の混在運用を実施。

✓ システムが次年度対応の状態で、当年度の市場ルールにて運用（混在運用）
既存の商品区分：システムに変更が無いため運用可能

✓ 次年度取引開始に向けたデータ提出等の準備

追加の商品区分：市場取引を行わず、データ登録の工夫で、運用可能※2

※1 万一の作業不調時に、翌日の市場取引に支障をきたさないよう「切替作業を中止して
切替前の状態に戻し、その上で予備日で再度切替を実施するため。

※2 2024年度向けでは、既存の三次①を含めた複合商品の必要量や入札量の
登録機能が追加された状態となるが、いずれも取引開始まではゼロを入力することで
次年度向けシステムでも運用可能。

＜2024年度までのケース＞

業務とシステムの取引単位が不一致でも
データ登録の工夫で運用可能

～3月中旬
（システム切替まで）

3月中旬（システム切替後）
～3月末（当年度分の最後の取引）

3月末
（次年度分の最初の取引）～

業務 当年度 当年度 次年度

システム 当年度 次年度 次年度



4１．システム切替に伴う過渡期の混在運用

～3月中旬
（システム切替まで）

3月中旬（システム切替後）
～3月末（当年度分の最後の取引）

3月末
（次年度分の最初の取引）～

業務 当年度 当年度 次年度

システム 当年度 次年度 次年度

＜2025年度のケース＞

業務とシステムの取引単位が不一致で
データ登録の工夫では運用不可

⚫ 2025年度向けシステム開発では、これまでの様な「新しい商品区分の追加」では
なく、「既に運用中の既存商品の変更」となるため、過渡期の混在運用は困難と
思慮。

✓ システムが30分取引の状態で、3時間取引の市場ルールにて運用
既存の商品区分：システムと業務の取引単位が不一致
追加の商品区分：対象なし

※ 3時間分（30分ブロック×6個）に同じ値（必要量、入札量）を入力して
運用しようとしても、連系線空容量が30分ごとに異なるため、3時間を通して同じ
約定結果とならないことから、次年度対応システムでは運用出来ない。



5２．システム仕様の方向性

⚫ システム切替後も当年度と次年度向けの業務（市場ルール）に対応可能なよう、
各年度の取引きに関する機能・仕組みを設けることは、技術的には可能であるもの
の、開発が大規模となり、運開期遵守・品質確保の面で大きなリスクとなることか
ら両年度運用に対応したシステム仕様とすることは回避すべきと思料。

システム切替後の過渡期
（3月中旬～3月末）

前日市場
機能

（ブロック3時間）

前日市場
データ

（ブロック3時間）

前日市場
機能

（ブロック30分）

前日市場
データ

（ブロック30分）

週間市場
機能

（ブロック3時間）

週間市場
データ

（ブロック3時間）

システム切替前
（～3月中旬）

前日市場
機能

（ブロック3時間）

前日市場
データ

（ブロック3時間）

週間市場
機能

（ブロック3時間）

週間市場
データ

（ブロック3時間）

システム切替後の本運用
（4月～）

前日市場
機能

（ブロック3時間）

前日市場
データ

（ブロック3時間）

前日市場
機能

（ブロック30分）

前日市場
データ

（ブロック30分）

週間市場
機能

（ブロック3時間）

週間市場
データ

（ブロック3時間）

4月以降分の
データの提出
業務に必要

3月中は
3時間ブロック
で取引

不要機能
（次期システム
切替で廃止）

＜両年度業務に対応したシステム仕様のイメージ＞



6３．過渡期の混在運用の方向性

商品
区分

～3月中旬
（システム切替まで）

3月中旬（システム切替後）
～3月末（当年度分の最後の取引）

3月末
（次年度分の最初の取引）～

既存
業務 当年度 当年度 次年度

システム 当年度 次年度 次年度

＜切替タイミングで移行しない場合＞

業務とシステムの取引単位が不一致

⚫ 2025年度向けのシステム切替に伴う過渡期の混在運用は行わず、3月中旬のシ
ステム切替のタイミングから業務をシステムに合わせ、取引単位を3時間から30分
に移行（2025年度向け取引の業務を3月中旬から適用）することとしたい。

✓ システムが30分取引の状態で、30分取引の市場ルールにて運用
既存の商品区分：システムと業務の取引単位が一致
追加の 〃 ：対象なし

商品
区分

～3月中旬
（システム切替まで）

3月中旬（システム切替後）
～3月末（当年度分の最後の取引）

3月末
（次年度分の最初の取引）～

既存
業務 当年度 次年度 次年度

システム 当年度 次年度 次年度

＜切替タイミングで移行した場合＞

業務とシステムの取引単位が一致



7４．切替タイミングで移行した場合のシステム制約

⚫ 2025年度向けシステム切替後は、3時間ブロックで約定した過去のデータを検索・
更新する場合は以下の通りとなる。

＜データ検索＞

✓ 時刻指定によって検索するため、過去のデータは３時間単位、新データは30分単位と、見た
めは異なるものの同一画面で検索・抽出が可能であり問題はない認識。

＜データ更新＞

✓ システム切替前に約定した日付（約定札）の電源等差替や基準値計画などの変更（デ
ータ更新）は、パッケージソフトウェアの仕様上、対応できないため、特別な改修を加えるの
ではなく、システム切替時の制約同様、MMS外で対応（電話やメールなどによる運用）
いただく。
具体的に制約の対象となる日は、システム切替の当日または翌日のいずれか一日（詳細調
整中）。
＜前日市場＞
・取引単位が2025年度仕様（30分）と異なる約定ブロックに関する電源等差替が
できない。

＜週間市場＞
・差替先電源等が前日市場の約定を有している場合、取引単位が2025年度
仕様（30分）と異なる約定ブロックについては週間市場としての電源等差替もできない。



8
【参考】 システム切替における各種手続きの代替手段（1/2）

出所）2024年度需給調整市場取引開始に向けた説明会（2023.7.27）資料1



9
【参考】 システム切替における各種手続きの代替手段（2/2）

出所）2024年度需給調整市場取引開始に向けた説明会（2023.7.27）資料1



10５．取引会員への説明状況

⚫ 本方針については、1/19に実施した「2024年度需給調整市場取引および余力
活用に関する契約に向けた需給調整市場システム説明会」にて説明し、ご意見を
いただいたが、方向性については特に問題ないとの認識。

出所）第43回需給調整市場検討小委員会（2023.11.9）資料4
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⚫ 2025年度向けのシステム切替に伴う過渡期の混在運用は行わず、3月中旬のシ
ステム切替のタイミングから業務をシステムに合わせ、取引単位を3時間から30分に
移行（2025年度向け取引の業務を3月中旬から適用）することとしたい。

⚫ 今回ご報告したシステム切替は、まだ1年以上先の話ですが、既にMMSの開発現
場では2025年度取引に向けた設計が進められていること、一般送配電事業者な
らびに取引会員のシステムについても機能改修の準備を始めなければいけない段階
に来ていることから、システム切替方針を関係者に提示し、2025年度向け取引へ
の円滑な移行準備を進めているところです。

⚫ なお、2026年度の実現に向けて検討が進められている「週間市場取引の前日取
引化、30分化」の際にも同様な対応が必要となることから、取引会員に適宜お伝
えするとともに本委員会にも報告させていただきます。

⚫ 引き続き、安定的な市場取引および透明性・公平性の高い市場運営を実現する
よう努めてまいります。

６．まとめ


